
書式第 12号 (法第28条関係)

事業報告用

令和 5年度 事業報告書

壼由国壺雌 動広&_ュヒ、2レzヱニal口L菫ョ:颯全

1 事業の成果

令和 5年度は、コロナ禍で人的交流が制限される中、ホームページや SNSを 通じてヘルプマークに関

する正しい知識、外見からは分からない不自由に関する情報について啓発・広報する活動を行った。そ

の結果、一般の人々の間で認知度、問題意識が更に高まり、ヘルプマーク携帯者からは生活の中で周囲

から暖かな配慮をしてもらえ、心のバリアフリーが社会へ浸透していると感じたたという声が寄せられ

た。

又、ヘルプマークを携帯することにより、外出時の安心を感じるという声も多くなった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用  【 97 】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

紙媒体、電子
媒体による広
報事業

ホームベージやSNSな
どによる広報事業

随時 事務所 3人
必要者

一般市民
2000人 47

ヘルプマーク
を必要とする
人々の支援事
業として、講
演会、イベン
ト及びシンポ
ジウムの開催

ライオンズクラブ国際協
会東京地区と共同での街
宣活動

2023年
10月 28

日

新橋駅前

SL広場
4人

必要者

一般市民
2000人 50

ヘルプマーク
を必要とする
人々の支援事
業として、講
演会、イベン
ト及びシンポ
ジウムの開催

クリスマスイブにヘルプ
マーク普及啓発の街宣活
動

2023年
12月 24

日

練馬駅 10人
必要者

一般市民
1000人 0

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

物品販売事業

広告掲載事業



書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和5年度 活動計算書 (その他事業が埜る場合)

【B】 経 常 費 用

事業報告用

特定非営利活動法人 日本ヘルプマーク普及啓発協会

(単位 :円 )

科 目
特定非営利活動に係る事業

金  額 1小計・合計

その他事業

金
~額

T′」F~蔀
~

合計

81.000

0

10.000

94.000 0 91.000

40,000
|

10.000

0

0

0

10.000

0 0

0

0

0
|

0

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計 134,000 134,000

0 0

3.8001
|

nl
。

|

01

nl

21.2611

210001

49.064
|

0

49.061(2)その他経費

会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

広告宣伝費

諸会費

業費計

1 事業費

(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

19,06149,064

2 管理費

|

|

|

|

||

0

01

|



(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

(2)その他経費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

減価償却費

支払手数料

61,820

61.550

0

0

0

0

210

0

0

`
0

61.820

61,820 61.820

110.884 110.884

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … ① 23.116 0 23116

【C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

0

0

0 0

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

0

0

0

0

0

0

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D卜 … ②
|

0

経 理 区 分 振 替 額 ③

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+② +③ … ④

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ④―⑤+⑥

23. 116 23.116

0

53.359

76.175

理費計

常 費 用 計



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和5年度 貸借対照表

事業報告用

特定非営利活動法人 日本ヘルプマーク普及啓発協会

(単位 :円 )

科 目 金   額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

1 流動資産

現金預金

未収金

棚卸資産

22.171

0

0

資産合計 ・・・① 22,171

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産

ソフトウェア

借地権

0

(

(3)投資その他の資産

敷金

長期貸付金

繰延資産 (設 立費)

固定資産合計 ②

2 7

1 流動負債

未払金

預 り金

0

流動負債合計 ③

【B-1】 負 債 の 部

01

【A】 資 産 合 計 ①+②



2 固定負債

長期借入金

退職給付引当金

▲ 54.304

0

固定負債合計 ・・・④ ▲ 54,304

▲ 54,304

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

13

76.475

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 22,171

負 債 合 計 ③+④

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額



書式第 16号 (法第 28条関係)

(lり 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2,14定 資産の減価償却の方法

(3,引 当金の計上基準

{■・ 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

`FI消 費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

令和5年度 計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人 日本ヘルプマーク普及啓発協会

によっています。

(単 位 :円 )

I 経常収益

1・ 受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1'人 件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

科 目
体蝶ｒ

率

電

事
・
報

体

広

凛

る

紙

よ
物 |||||(′い1半 |ム |1掲 ■■半 事業部|‖ 1計

カ
ーー管 〈

ロ

4 4 134.000

1 重要な会計方針

計算書類の作成は、



(2'そ の他経費

会議費

旅費交通費

減価償却費

印刷製本費

広告宣伝費

諸会費

消耗品費

支払手数料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

0

▲ 21.364

`lL 24,000

0

0

0

0

0

0

▲ 21,364

▲ 24,000

0

0

▲ 3,800

0

0

0

0

0

▲ 61.550

▲ 270

``L 3.800

0

0

0

▲ 21.364

▲ 24,000

▲ 61.550

▲ 270

４

‘

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

(単 位 :円 )

内容 金額 算定方法

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は 22,071 円ですが、そのうち 0 円は、 下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は 22.071 円です。

5.固 定資産の増減内訳

(単位 :円 )

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

1 0

0

▲ 45.364 ▲ 45,364 ▲ ▲ |10.984

▲ 45.864 ▲ 45,364 ▲ ▲ 110.984

23,016

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期木残高 備 考

l]“ |

科 || 期首取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

無形固定資産

(単位 :円 )

L壁 __L型 二 L型 堕



投資その他の資産

敷金

:I ll l

6.借 入金の増減内訳

(単位 :円 )

科 H 期首残高 当期倍入 当期返済 期末残高

『 1面 [

54.304 54.304

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

(単位 :円 )

科 ||
計 昇 書 烈 に

三「 1‐ 六 カ ■
肉 、 役 員 と

の 11,′ 凛 I

|ムl、 近 税 首
0ア サヾ 薔:洋

(活 動計算 ,1:)

活動計算書計

(貸 借対照表)

長期借入金
(借 入先 : )

貸借対照表計

54.304 D 4 304 0

54. 304 4

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の技分方法

その他の事業に係る資産の状況

「

~¬ ~~~巧

「

~可
0



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和5年度 財産目録

【A】 資 産 の 部

2 固定資産

(2)無形固定資産

ソフトウェア

事業報告用

特定非営利活動法人 日本ヘルプマーク普及啓発協会

(単位 :円 )

科 目 金   額 小   計 合  計

0

22.171

22.171

未収金

棚卸資,F

1 流動資産

流動資産合計 ・・・①

現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金

22.171

什器備品

0

0

(1)有形固定資産

車両運搬具

借地権

|

|

|



0

固定資産合計 ・・・②

長期貸付金

0

(3)投資その他の資産

敷金

22.171【A】 資 産 合 計 ①+②

【B-1】 負 債 の 部

1 流動負債

未払金

0

預 1,金

0

流動負債合計 ③

2 固定負債

長期借入金

借入先

退職給付引当金

固定負債合計 ④

0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 22,171

|

| |
|

|

|

|

|

|

【B-1】 負 債 合 計 ③+④



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

令和5年度年間役員名簿 (前●彙年度において役■であったことがぁる全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記

"し
た名簿)

些定』菫二壁璽蛙L生_旦杢全ルプマ
=夕普及啓発協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

l
・監事

ツチヤ フミコ

土屋 文子

ヤマカ アケミ

山加 朱美

令和 5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年 月

月年 日

2 監事

カワィヒデキ

河
△
口 秀希

令和5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年 月

月

日

日年

3 監事

ヤマダ ミツコ

山田 光子

令和5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年 月

月

日

日年

4 ・監事

コバヤン モ トコ

小林 元子

令和5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年 月

月

日

日年

5 ・監事
ヨコザワ カオリ

横澤 香

令和5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年  月  日

年 月 日

6 ・監事
t\< y1+Ytl

漬田 幸弘

令和5年  9月  7日

令和6年  3月  31日

年 月

月

日

日年

7 監 事
キムラヒデキ

木村 秀貴

令和5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年  月  日

年 月 日

8 理事
コイズミマリコ

小泉員理子

令和5年  9月  7日

令和6年  3月  31日

年 月

月

日

日年

9 理事

アオキヨンヒロ

青木 良浩

令和 5年  4月  1日

令和6年  3月  31日

年 月

月

日

年 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和6年 4月 1日 現在

特定非営利活動法人日本ヘルプマーク普及啓発協会

氏   名

1 土屋文子 (山加朱美)

2 山田光子

3 青木良浩

4 木村秀貴

5 小林元子

6 安井マサエ

7 横澤香

8 小泉員理子

9 土屋貴明

10 河合秀希

11

12




